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令和元年６月 18 日 
総務省行政管理局公共サービス改革推進室 

 

民間競争入札実施事業 

  「経済産業省特許庁庁舎の管理・運営業務」の評価について

（案） 

 

 競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成 18 年法律

第 51 号）第７条第８項の規定に基づく標記事業の評価は以下のとおり

である。 

 

記 

Ⅰ 事業の概要等 

事  項 内  容 

事業概要 特許庁庁舎、ＪＴビル及び六本木グランドタワーにお

ける以下の業務を行う。 

①建築・設備機器管理業務 ②清掃業務 

③植栽等管理業務     ④警備業務 

⑤電話交換取扱業務    ⑥総括管理業務 

実施期間 【新プロセス２期目】 

平成 29 年４月１日～令和２年３月 31 日（３年間） 

受託事業者 （代表者）日本不動産管理株式会社 

（構成員）テイケイ株式会社、アズビル株式会社 

契約金額 

（税抜） 

1,692,825,000 円 

(平成 29 年度：578,372,000 円） 

(平成 30 年度：565,011,000 円) 

(平成 31 年度：549,442,000 円) 

入札の状況 １者応札（予定価格超過により、随意契約） 

事業の目的 ・特許庁庁舎の管理・運営業務について、複数の業務

を包括化して契約実施することにより、契約事務の

効率化を図ること。 

・特許庁との連携を強化しつつ、円滑な特許庁庁舎の

管理・運営業務の実施を行う。 

選定の経緯 公共サービス改革基本方針（平成 28 年６月閣議決定）

別表（新プロセス移行事業一覧）において選定された

もの。 

資料７ 
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Ⅱ 評価 

１ 概要 

終了プロセスに移行することとする。 

 

２ 検討 

（１）評価方法について 

経済産業省特許庁から提出された平成 29 年４月から平成 31 年３月

までの実施状況についての報告（別添）に基づき、サービスの質の確

保、実施経費及びその前提としての競争性等の観点から評価を行う。 

 

（２）対象公共サービスの実施内容に関する評価 

事項 測定指標 評価 

業 務 継 続

の確保 

＜平常時＞ 

本業務の不備に起因する施設内における人身

事故及び物損事故並びに停電等による業務停止

が発生しないこと。 

平成 29 年度及び

平成 30 年度にお

いて、業務停止

及び事故等は、

いずれも発生し

ていない。  

＜緊急時＞ 

a.特許庁庁舎等が罹災した場合 

大地震・火災等の緊急事態が発生し、特許庁が

その業務の一部又は全部を停止した場合におい

て、特許庁が機能を復旧する過程で、本業務の不

備に起因した復旧の遅れが無いこと。 

b.特許庁庁舎等が罹災していない場合 

大地震・原子力発電所における事故等の緊急

事態が発生し、広範な地域において機能を停止

した場合（特許庁庁舎等が罹災していない場合

に限る。）において、本業務の不備に起因した通

信機器等の不具合が無いこと。 

安 全 の 確

保 
本業務の不備に起因した特許庁庁舎等内での

人身事故又は物損事故の発生が無いこと。 

庁舎の利用者から庁舎設備等の不具合等の連絡があった際

に、速やかに対応すること。  

適 

 

確保され

るべき質

の達成状

況 

 

 

 

以下のとおり、適切に履行されている。 

測定指標 評価 

（１）建築・設備機器管理業務 

適切な点検、保守及び運転監視等を行う

こと。 

関係法令に基づき義務づけられた必要資料

を作成すること。  

適 

サービスの質は確

保されている。 
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（２）清掃業務 

快適な環境と衛生を維持すること。  

適 

サービスの質は確

保されている。 

（３）植栽等管理業務 

構内の植栽等を適切な状態に維持するこ

と。  

適 

サービスの質は確

保されている。 

（４）警備業務 

施設への来庁者及び入居者の安全確保並

びに来庁者の入退管理、案内等及び受付業

務を行うこと。  

適 

サービスの質は確

保されている。 

（５）電話交換取扱業務 

 特許庁代表電話等に係る電話について、

迅速かつ適切に担当部署に取り次ぐこと。  

適 

サービスの質は確

保されている。 

（６）総括管理業務 

  業務仕様書に従い、総括管理業務が確実

かつ適切に実施されていること。  

適 

サービスの質は確

保されている。 
 

民間事業

者からの

改善提案 

（一例） 

（１）建築・設備機器管理業務  

効率的で環境に配慮したエネルギー管理の提案により、電気使用

量の節約に大きく貢献。 

（２）清掃業務 

コードレス清掃機器の購入と抜き打ち検査（インスペクション）

実施による品質向上 

（３）警備業務 

各種資格の取得（自衛消防技術認定、防火管理技能講習等）を推

奨して、有資格者配置による業務の質の向上 

 

（３）実施経費（税抜） 

実施経費は、新プロセス１期目と比較して、約 6,000 万円（11.8％）

の経費の増加が認められる。新プロセス２期目は、平成 28 年度末から

着工している「特許庁庁舎等の改修工事及び耐震工事」の期間中に当

たり、業務の増加、対象範囲に変更が生じている。 

 

今期は、追加対象となる「六本木グランドタワー」の経費を控除し

て、条件が近似する従前経費（新プロセス１期目）と比較したもので

ある。 
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経費の増加要因を分析すると、以下のとおりである。 

・ 清掃員や警備員等に係る作業要員の労務単価の上昇 1 

・ 特許庁庁舎改修工事の断続的な実施に伴う点検・保守管理業務の追加 

・ 改修工事業者との連絡調整に伴う管理費用の負担増 

 

（４）競争性改善のための取組 

①応札可能性のある民間事業者を対象とした特許庁庁舎等の現場説

明会の実施（平成 28 年 12 月６日開催、４者の参加） 

②現行民間事業者からの十分な引継期間（１か月）を確保 

③積極的な広報活動の実施（特許庁ホームページの活用） 

 

（５）新プロセス移行後の状況 

  ①特許庁庁舎の改修工事等 

平成 28 年度末から、特許庁庁舎の改修工事及び耐震工事に着工して

おり、本件工事は、令和５年までの工期予定である。現在、改修工事

が完了フロアと工事未了フロアが混在しており、工事エリアの変更に

伴い、業務内容等の変更も余儀なくされ、煩雑となっている。 

 

②警備業務における人材確保の困難性  

上記の工事環境の下で、特許庁庁舎等において６業務を遂行するに当

たり、業務対象エリアの拡大や警備強化等に伴い、十分な人材確保と

警備業務の質の確保も重要な課題となっている。 

 

特許庁庁舎では、日々1,000 名を超える来庁者があり、加えて、特許

庁庁舎の大規模な改修工事中のため、数百名の工事関係者が出入りし

ている。正面玄関及び東口玄関、駐車場等の建物入り口では、登録さ

                                                   
1 建築保全業務労務単価（国土交通省大臣官房官庁営繕部計画課保全指導室）によれば、平

成 30 年度の清掃員日額基礎単価は、平成 26 年度比で約 12%増加しており（清掃員 A：13,200

円→14,800 円）、平成 30 年度の警備員日額基礎単価も、平成 26 年度比で約９%増加している

（警備員 B：11,900 円→13,000 円）。  

新プロセス１期目 

（平成 26 年度～平成 28 年度平均）実施経費（Ａ） 

 

509,483,667 円 

新プロセス２期目 

（平成 29 年度～平成 30 年度平均）実施経費（Ｂ） 

 

569,531,000 円 

増加額（Ｃ）＝（Ａ－Ｂ） 60,047,333 円 

増加率（Ｃ/Ａ）×100 11.8％ 
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れている工事関係者の本人確認作業のほか、特許権、実用新案権等の

知的財産に関する機密事項を扱うため、24 時間 365 日の厳重な警備業

務を行っており、警備員の庁舎内外巡察のほか、建物外周及び室内各

所には監視カメラを設置して、警備体制をより一層強化している。 

 

他方、2020 年東京オリンピック・パラリンピック開催に伴い、警備

業務に対する社会的な需要が増大しており、警備業における人手不足の

状況で、当該市場化テストにおいても、適正な人数を確保することが困

難な状況である 2。 

 

（６）評価のまとめ 

前記「（２）対象公共サービスの実施内容に関する評価」記載のとおり、

業務の実施にあたり確保されるべき達成目標として設定された質につ

いては、目標を達成していると評価できる。また、民間事業者の改善提

案についても民間事業者のノウハウと創意工夫の発揮が業務の質の向

上に貢献したものと評価できる。 

 

一方、実施経費については、「（３）実施経費」記載のとおり、新プロ

セス移行後、削減効果は認められず、加えて、直近の契約における応札

状況は１者となっており競争性に課題も認められる。 

 

この点、「（４）競争性改善のための取組」記載のとおり取組を実施し

ている。新プロセス移行時に市場化テスト終了の基準を満たしたものの、

「（５）新プロセス移行後の状況」記載のとおり、特許庁庁舎の改修工事

が行われていること、改修工事等に伴い業務対象エリアの断続的な変更、

警備業務における人材確保の困難性等の事情がある。 

 

今後、工事完了予定の令和５年まで、特許庁庁舎を含む３か所の建物

管理・運営は、現行の民間事業者が有する豊富な知識、技能及び業務経

験等から勘案すると、新規参入事業者が応札する可能性は低く、応札者

も限定されることが想定される。実施経費についても、本業務に係る労

務単価の上昇傾向は続くものと考えられる。 

 

従って、市場化テストの中で、当該事業の競争性を確保しつつ、経費

削減を実現することは、極めて困難な状況と認められる。 

                                                   
2職業安定業務統計（厚生労働省職業安定局雇用政策課）によれば、平成 28 年度における警

備員の有効求人倍率は 6.53 倍と全職種の 1.10 倍と比較しても、その厳しさが顕著である。 
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なお、本事業の実施期間中に委託民間事業者への業務改善指示等の

措置はなく、法令違反行為等もなかった。また、令和元年５月 20 日に、

特許庁に設置されている外部有識者による外部評価委員会において、

事業実施状況に係るチェックを受けている。 

 

（７）今後の方針 

本事業については、直近の契約において、実施経費の削減効果が実

現していないこと、競争性の確保にも課題が認められるものの、「（６）

評価のまとめ」のとおり、当該事業を市場化テストとして継続するこ

とは、極めて困難な状況が認められる。 

 

以上のことから、本事業については、「市場化テスト終了プロセス及

び新プロセス運用に関する指針」（平成 26 年３月 19 日官民競争入札

等監理委員会決定）Ⅲ．４に基づき、総合的に判断し、現在実施中の

事業をもって市場化テストを終了することとする。 

 

市場化テスト終了後の事業実施については「競争の導入による公共

サービスの改革に関する法律」の対象から外れることとなるものの、

これまでの官民競争入札等監理委員会における審議を通じて厳しくチ

ェックされてきた公共サービスの質、実施期間、入札参加資格、入札

手続及び情報開示に関する事項等を踏まえた上で、特許庁が自ら公共

サービスの質の維持向上及びコストの削減を図っていくことを求めた

い。 

 

なお、特許庁庁舎の改修工事終了後、令和６年以降の契約状況によ

っては事後調査を行うほか、市場化テストの対象事業として再選定さ

れることもある。 

 

 

 

以上 
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令和元年６月４日 

経済産業省特許庁 

 

民間競争入札実施事業 

経済産業省特許庁庁舎の管理・運営業務の実施状況報告について 

 

１．事業概要 

経済産業省特許庁庁舎の管理・運営業務（以下「本業務」という。）については、「競争の

導入による公共サービスの改革に関する法律」（平成 18年法律第 51 号、以下「法」という。）

に基づき、以下の内容により平成 23 年度から民間競争入札を実施しており、平成 29 年度

から新プロセス第２期目となる。 

 

（1） 業務内容 

特許庁庁舎、ＪＴビル及び六本木グランドタワー（以下、「特許庁庁舎等」という。）に係

る以下の業務を包括して実施している。 

①建築・設備機器管理業務 ②清掃業務 ③植栽等管理業務 ④警備業務 

⑤電話交換取扱業務 ⑥総括管理業務 

 

（2） 契約期間 

新プロセス２期目：平成 29年４月１日から令和２年３月 31日まで（３年間） 

＜参考＞ 

市場化テスト１期目：平成 23年４月１日から平成 26年３月 31日まで（３年間） 

新プロセス１期目 ：平成 26年４月１日から平成 29年３月 31日まで（３年間） 

 

（3） 受託事業者 

経済産業省特許庁庁舎管理・運営業務共同企業体 

代表者 日本不動産管理株式会社 

構成員 テイケイ株式会社・アズビル株式会社 

 

（4） 実施状況評価期間 

別 添 

 



 

2 

 

平成 29年４月１日から平成 31年３月 31日まで（２年間） 

 

（5） 受託事業者決定の経緯 

本業務の民間競争入札実施要項（以下「実施要項」という。）に基づき、入札参加申請者

1 者（経済産業省特許庁庁舎管理・運営業務共同企業体）から提出された企画書を審査した

結果、入札参加に必要な資格・要件を全て満たしていることを確認した。 

平成 29 年２月 28 日に開札した結果、予定価格を上回る価格であったため、再度入札を

行ったが、落札に至らなかった。そこで、同一条件で入札参加者に対し、改めて価格の再提

示を求めたところ、予定価格の範囲内の入札価格が提示されたので、本業務共同企業体を落

札者とした。 

 

２．確保されるべきサービスの質の達成状況及び評価 

実施要領において定めた民間事業者が確保すべきサービスの質の達成状況に対する評価

は、以下のとおり。 

 

（1） 本業務の包括的な質 

評価事項 測定指標 評価 

業務継続の

確保 

＜平常時＞ 

本業務の不備に起因する施設内におけ

る人身事故及び物損事故並びに停電等に

よる業務停止が発生しないこと。 

 平成 29年度及び平成 30年度

において、業務停止及び事故等

は発生していない。 

＜緊急時＞ 

a.特許庁庁舎等が罹災した場合 

大地震・火災等の緊急事態が発生し、特

許庁がその業務の一部又は全部を停止し

た場合において、特許庁が機能を復旧する

過程で、本業務の不備に起因した復旧の遅

れが無いこと。 
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b.特許庁庁舎等が罹災していない場合 

大地震・原子力発電所における事故等の

緊急事態が発生し、広範な地域において機

能を停止した場合（特許庁庁舎等が罹災し

ていない場合に限る。）において、本業務

の不備に起因した通信機器等の不具合が

無いこと。 

安全の確保 本業務の不備に起因した特許庁庁舎等

内での人身事故又は物損事故の発生が無

いこと。 

庁舎設備等

の不具合等

への速やか

な対応 

庁舎の利用者から庁舎設備等の不具合

等の連絡があった際に速やかに対応する

こと。 

庁舎設備等の不具合等（管球

交換、施設故障、空調対応など）

の連絡に速やかに対応すると

ともに、対応結果を報告書とし

てまとめるなど、適切に業務が

実施されていた。 

 

（2） 各業務において確保すべき水準 

評価事項 測定指標 評価 

建築・設備

機器管理 

業務 

建築・設備機器（電気設備、機

械設備等）の性能及び状態を常

時適切な状態に保全するため、

適切な点検及び運転監視等を行

うこと。また、関係法令に基づき

義務付けられている必要な資料

を作成すること。 

平成 29年度及び平成 30年度における

業務報告書、定例打合せから、業務仕様

書に従い、建築・設備機器管理業務が確

実かつ適切に実施されていたものと認

められる。 

 大規模システムを稼働している特許

庁庁舎の節電対策の一環として、各電力

設備の使用電力及び運転状況の調査、調

査結果を基にした節電シミュレーショ

ンの作成など、具体的な節電対策の検討
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建築設備等の点検項目、周期

については、「機械設備関係管理

基準表」に基づき計画的に点検

及び保守を行い安全、低公害、高

効率運転を実施し、省エネルギ

ーを図りつつ、良好な環境を維

持すること。 

支援を実施していた。 

また、東京都環境確保条例に基づく温

室効果ガス排出削減義務では、第 1計画

の 8％削減に続き、第 2 計画においても

各種エネルギーの使用分析及び改善提

案も実施するなど、目標達成に向けて積

極的に取り組んでいた。 

加えて、電気設備や機械設備の早期復

旧を図るべく、電気主任技術者資格等の

保有者が作成、監修した写真、イラスト

入りの作業手順書を作業員に周知、共有

していた。 

＜運転・監視＞ 

両年度ともに常時（毎日 24時間）実施 

＜日常点検＞ 

両年度ともに毎日実施 

＜定期点検整備＞ 

両年度ともに定められた時期に実施 

清掃業務 清掃を実施し、特許庁庁舎の

快適な環境と衛生を維持するこ

と。 

平成 29年度及び平成 30年度において

業務報告書、定例打合せ等から、業務仕

様書に従い、清掃業務が確実かつ適切に

実施されていたものと認められる。 

利用者や風雨等により汚れた場合に

は、随時清掃を行うとともに、人事異動

による特許庁庁舎等内での移転等が幾

度も発生した場合には、その都度、ゴミ

回収の頻度等を増やすなど、臨機応変に

対応がなされていた。 

また、清掃機器の導入・更新とともに、

作業チェックリスト及び作業マニュア

ルの作成を行うなど、清掃効率や清掃品

①業務責任者及びエリア責任者

は、担当エリアが常に良好な環

境衛生を維持するために適宜巡

回し、巡回の結果必要に応じて

巡回清掃を自ら又は他の清掃員

に指示し追加清掃を行うこと。 

 

②便所については、日常清掃、巡

回、巡回清掃の都度トイレ清掃

チェック表に記録を行うこと。 
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質の向上にも貢献していた。 

＜日常清掃＞ 

両年度ともに清掃場所ごとに定められ

た周期（毎日、２日、１週間）で原則平

日に実施 

＜定期清掃＞ 

両年度ともに清掃場所毎に定められ

た周期（１月、１年）で原則休日に実施 

＜窓ガラス清掃＞ 

毎年 4回（６月、９月、12月、３月）

実施 

植栽等管理

業務 

構内の植栽等を適切な状態に

維持すること。 

平成 29年度及び平成 30年度において

業務報告書、定例打合せ等から、業務仕

様書に従い、植栽等管理業務が確実かつ

適切に実施されていたものと認められ

る。 

樹木の育成状況及び土壌環境を調査

するとともに、改善提案を実施するな

ど、適切な育成環境の維持や灌木の植え

替えによる環境改善を提案していた。 

また、定期的な防虫対策を講じていた

ものの、植栽中のツツジに異常発生した

害虫に薬剤散布を行い駆除するととも

に、定期的に生息調査を実施し大量発生

を抑制していた。 

＜植栽管理＞ 

特許庁庁舎の周り植栽地の剪定、施

肥、病害虫防除、除草及び植込内清掃の

実施 

・常緑樹：平成 29年度 123本 

平成 30年度 122本 

設置場所の環境等を考慮し、

当該設置場所に見合う観葉植物

を選定し設置する。また、当該観

葉植物が常に良好な状態になる

ようメンテナンスを行うこと。 



 

6 

 

・落葉樹：平成 29年度 20本 

平成 30年度 20本 

・灌  木：平成 29年度 3,249.2㎡ 

平成 30年度  3,199.2㎡1 

＜観葉植物賃借＞ 

６鉢の観葉植物に対する水補給、メン

テナンス及び鉢周り清掃等を実施。 

・実施回数：平成 29年度 24回 

平成 30年度 24回 

警備業務 施設への来庁者及び入居者の

安全確保並びに来庁者の入退管

理、案内等及び受付業務を行う

こと。 

平成 29年度及び平成 30年度において

業務報告書、定例打合せ等から、業務仕

様書に従い、警備業務が確実かつ適切に

実施されていたものと認められる。 

特許庁庁舎内の安全対策として、受託

事業者だけではなく巡視職員及び他の

事業者とも連携を深めていた。 

また、特許庁庁舎内における設備工事

が休日実施される場合には、セキュリテ

ィ対応を確実に実施していた。そして、

防災訓練等の実施に当たっては、役割分

担の確認、整理を行うなど、特許庁担当

者と密に連携し、防災訓練等に積極的に

参画していた。 

加えて、警備員の資質向上を図るべ

く、公安委員会認定資格である施設警備

業務検定２級保有者を 29 年度３名から

30年度は５名へ増やし、リーダの育成に

努めていた。 

＜防災センター要員講習修了者2かつ自

特許庁巡視職員と一体となり

警備保安業務を誠実に遂行する

こと。 

仕様書で求める有資格者 

・防災センター要員講習修了者

かつ自衛消防技術認定証保有者

15 名以上 

・自衛消防業務講習修了者５

名以上 

・防火管理技能講習修了者１名 

                                                   
1 特許庁庁舎の改修工事に伴い、必要となる工事スペースを確保するため、一時的に常緑樹１本及び灌木

の一部を工事事業者の管理とした。 

2 東京都火災予防条例（昭和 37年３月 31日条例第 65号）第 55条の 2の 3に基づき、防災センター技術
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衛消防技術認定証保有者＞ 

平成 29年度 15名 

平成 30年度 16名 

防災センター要員講習修了者 28名 

＜自衛消防業務講習修了者3＞ 

平成 29年度 24名 

平成 30年度 28名 

＜防火管理技能講習修了者4＞ 

平成 29年度 ８名 

平成 30年度 ８名 

電話交換取

扱業務 

特許庁の代表電話等に掛かっ

てくる電話について、迅速かつ

適切に担当部署に取り次ぐこ

と。 

平成 29年度及び平成 30年度において

業務報告書、定例打合せ等から、業務仕

様書に従い、電話交換取扱業務が確実か

つ適切に実施されていたものと認めら

れる。 

電話交換業務における質の向上を図

るため、電話オペレーション研修を実施

するほか、特許庁ウェブサイトなどから

常時情報を入手した上でその理解に努

めるなど、内外国からの問い合わせに適

特許庁の業務全般に係る外部

等からの電話連絡に対して、的

確に担当部署等への電話取次ぎ

や電話照会に対する案内業務等

を円滑に運行すること。 

                                                   
講習を受け、かつ、自衛消防技術認定証を有している者のこと。一定規模以上の建物に勤務する防災セン

ターにおいて消防用設備等の監視や操作等に従事する場合に必要となる。 
3 消防法（昭和 23年法律第 186号）第８条の２の５に基づいて、自衛消防組織の設置（自衛消防業務講

習の修了者等を統括管理者及び本部隊の各班長として配置）が義務付けられている。 
4 防火管理者の業務を補助する者で、防火管理に関する高度・専門的な知識、技能を有する者を防火管理

技能者として選任し、防火管理業務計画の作成等を行う。 
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特許庁の窓口であることを自

覚して、特許庁担当者及び外部

の電話利用者に対しては、言語・

態度に注意し、不快感を与えな

いよう親切・丁寧な対応を行い、

品位の保持に努め、迅速かつ適

切に行うこと。 

切に対応していた。 

＜代表電話着信件数＞ 

平成 29年度 78,220件 

平成 30年度 71,640件 

＜業務従事人数／日＞ 

平成 29年度 ６名 

平成 30年度 ６名 

＜業務従事時間／日＞ 

午前８時 30分から午後６時 15分まで 

総括管理 

業務 

特許庁総務部会計課厚生管理

室と連携を図り、各個別業務間

の連絡・調整を行うとともに、庁

舎の利用者からの庁舎設備等の

不具合等の連絡に対し迅速な対

応を行うこと。 

平成 29年度及び平成 30年度において

業務報告書、定例打合せ等から、業務仕

様書に従い、総括管理業務が確実かつ適

切に実施されていたものと認められる。 

特許庁庁舎利用者及び来庁者からの

不具合等の連絡に対し、迅速かつ的確に

対処するとともに、当該原因調査、関係

部署との連絡調整を行うなど、当該利用

者への適切な説明や安全対策について

も的確に実施した。 

また、特許庁庁舎改修工事に伴う事業

者間調整、防災対策及びセキュリティ対

策に当たっても、特許庁担当者との連絡

調整を実施した。 

本業務を実施する中で課題や

改善点を発見した場合には、随

時、特許庁担当者に報告すると

ともに、所要の調整を行うこと。 

特許庁庁舎の管理・運営業務

に従事する全ての者に法令を遵

守させ、忠実に業務を遂行させ、

常に技術の向上指導を行い、そ

れぞれの業務内容について十分

把握するとともに、それぞれの

業務の実態を常に把握し、業務

の質が低下しているときは改善

の指示を行うこと。 
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特許庁の庁舎管理の取りまと

め役であることを自覚して、庁

舎の利用者に不快感を与えない

よう庁舎環境の維持改善に努め

るとともに、維持改善の作業は

迅速及び適切に行うこと。 

 

３．実施経費の状況及び評価 

（1） 実施経費（税抜）の状況 

新プロセス２期目（平成 29年度～平成 30年度平均）実施経費は、従前の新プロセス１期

目（平成 26年度～平成 28年度平均）の従来経費と比較し、約 6,000 万円（約 11.8%）の経

費が増加している。 

なお、算出に当たっては、新プロセス２期目が、特許庁庁舎等の改修工事期間中であり、

対象業務の増加及び対象範囲の変更があることから、六本木グランドタワーに係る業務（空

調点検業務、建築設備定期点検業務、消防用設備点検保守及び電気設備定期検査業務）を除

いた上で比較した。 

 

新プロセス１期目（平成 26年度～平成 28 年度平均）実施経費（Ａ） 509,483,667円 

新プロセス２期目（平成 29年度～平成 30 年度平均）実施経費（Ｂ） 569,531,000円 

増加額（Ｃ）＝（Ｂ－Ａ） 60,047,333円 

増加率（Ｃ/Ａ）×100 11.8％ 

 

（2） 評価 

実施経費の増加について分析したところ、以下の要因が上げられる。 

・ 清掃員や警備員等に係る作業要員の労務単価の上昇5 

・ 特許庁庁舎改修工事の断続的な実施に伴う点検・保守管理業務等の追加 

・ 改修工事業者との連絡調整に伴う管理費用の負担増 

                                                   
5 建築保全業務労務単価（国土交通省大臣官房官庁営繕部計画課保全指導室）によれば、平成 30 年度の

清掃員日額基礎単価は、平成 26年度比で約 12%増加しており（清掃員 A：13,200 円→14,800円）、平成

30年度の警備員日額基礎単価も、平成 26年度比で約 9%増加している（警備員 B：11,900円→13,000

円）。 
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４．民間事業者からの提案による業務改善 

（1） 本業務全般 

○ 共同企業体相互間における合同品質評価活動の実施 

共同企業体は、複数の異なる事業者から構成されるため、本業務の遂行に当たっては当該

事業者間における連携強化及び情報共有を図ることが重要となる。そこで、四半期ごとに、

各業務における取組や改善内容を発表した上で横展開を行った。その結果、各業務における

継続的な改善がなされ、本業務の質の向上につながった。 

 

（2） 建築・設備管理業務 

○ 効率的で環境に配慮したエネルギー管理の提案 

特許庁庁舎等内における各設備機器の稼働実態を正確に調査し、その結果を基に最適な

運転時間及び自動制御方法を割り出した。これにより、平成 30年度の電力使用量は、平成

22 年度比で 44.9％の削減効果が見られた（「契約電力及び電力使用量の推移」については、

後述６．（２）各業務において確保すべき水準のとおり） 

 

（3） 清掃業務 

○ 清掃機器の更新及び購入 

清掃効率の向上を図るべく、充電式掃除機の更新及びブロワ（送風機）／集塵機（空気中

に飛散する粉塵を吸引除去するための装置）を新たに導入した。 

○ 業務報告メモの常備 

清掃業務に係るトラブルを適時に収集し更なる業務改善に繋げるべく、各清掃用カート

に業務報告メモを常備し、トラブル内容や対応策を作業者間で周知、共有を図った。 

○ インスペクション（清掃管理）の実施 

清掃業務の実態を客観的かつ的確に把握するため、清掃業務に係る豊富な知識や技能を

有した点検者を定期的に派遣するとともに、警備業務を始めとした他業務の作業要員や特

許庁職員も点検者となって、特許庁庁舎等における清掃箇所の点検を実施した。 

 

（4） 警備業務 

○ 有資格者の配置による業務の質の向上 

業務仕様書で求める有資格者（防災センター要員講習修了者かつ自衛消防技術認定証保

有者、防火管理技能講習修了者及び自衛消防業務講習修了者）に対し、要求水準以上の有資
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格者が配置されたことにより、警備業務における質の向上に大きく貢献した。 

○ Microsoft Visio を活用した消防設備消火器配置図等の作成 

Microsoft Visio（設計図等の作図を行うためのソフトウェア）6を活用し、消防設備消火

器配置図等を作成するなど、警備業務の円滑な遂行を図った。 

 

（5） 電話交換取扱業務 

○ 柔軟な勤務体制の確立 

勤務時間帯を早番、中番、遅番の３つに分けるとともに、作業内容をそれぞれ明確に定め

ることにより、電話交換業務の効率を図った。 

○ 研修実施による更なる資質の向上 

接遇やビジネスマナーに関する勉強会を定期的に開催し、各部署への取り次ぎを迅速に

行うとともに、常時懇切丁寧に応対するなど、電話交換業務の質の向上を図った。 

 

（6） 総括管理業務 

○ 特許庁庁舎等改修工事会議への参加 

改修工事の実施により、既存設備及び施設は大きな影響を受けることから、関連する会議

に出席し、進捗確認とともに本業務に対する影響調査及び対応策の検討を実施するなど、特

許庁庁舎等の改修工事に積極的に関与した。 

 

５．競争性改善のための取組 

（1） 実施した取組 

特許庁では、本業務における競争性改善のため、以下のとおり取組を実施した（詳細につ

いては、「資料２－２「自己チェック資料」記載のとおり」）。 

①応札可能性のある民間事業者を対象とした現場説明会の実施（平成 28 年 12 月６日開

催、４者の参加） 

②現行民間事業者からの十分な引継期間（１か月）を確保 

③積極的な広報活動（特許庁ホームページの活用） 

④応札に参加しなかった事業者等を対象としたヒアリングの実施 

 

                                                   
6 Microsoft Visio は、米国 Microsoft Corporation の米国及びその他の国における登録商標または商標

である。 
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（2） 新プロセス移行後の状況 

 a.特許庁庁舎の改修工事 

特許庁では、庁舎機能の回復を図るべく、平成 28年度末より、特許庁庁舎の改修工事を

実施している。終了時期は、令和５年を見込んでおり、現在、特許庁庁舎内は、工事完了フ

ロアと工事未了フロアが混在する状況にあることから、業務対応が煩雑となっている。 

 

b.警備業務における人材確保の困難性 

このような庁舎環境下において、警備員の十分な確保及び警備品質の維持が特に重要な

課題となっている。この点、日々1,000名を超える来庁者のほか、改修工事に伴う数百名の

工事関係者の出入りを抱える特許庁庁舎においても、本人確認作業の徹底など、経済産業省

内におけるセキュリティ強化の要請に応えるべく、来庁者の安全管理に配慮したセキュリ

ティ環境を確保している。 

加えて、民間事業者の努力で、高い警備能力を有した警備員の採用、賃上げ等の処遇改善

により、警備業務における質の維持、向上を図っているところである。 

一方、東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会等の開催に伴い、警備業務に対

する社会的な需要が増大するなど、警備員の慢性的な人手不足が続いている7。 

 

６．全体的な評価 

（1） 包括的な質の確保について 

平成 29年度から平成 30年度の実施期間中、平常時及び緊急事の事故は発生しておらず、

特許庁庁舎等における業務継続が確保されるなど、施設環境が常時適切な状態で保たれて

いたものと評価できる。 

 

（2） 各業務において確保すべき水準 

業務仕様書に定められた事項については、業務報告書、定例打合せ等から、確実に実施さ

れており、要求水準以上であったものと評価できる。 

特に、契約電力の見直しに当たっては、民間事業者より、的確な改善提案が出され、経費

削減に寄与した。また、庁舎内において、不審者や不審物が発見された場合には、冷静沈着

に対応するなど、臨時又は緊急的な警備事案が発生した場合においても、柔軟かつ適切に運

                                                   
7 職業安定業務統計（厚生労働省職業安定局雇用政策課）によれば、平成 28年度における警備員の有効

求人倍率は 6.53倍と全職種の 1.10倍と比較しても、その厳しさが顕著である。 
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営され、特許庁の業務継続に貢献した。 

なお、特許庁庁舎における契約電力及び年間電力使用量は下表のとおりである。新プロセ

ス２期目においても、施設利用者の快適性を十分に担保した上で、照明器具の減光、一斉消

灯の実施及び不用照明の消灯を実施するなど、効率的で適正な電力利用が行われた結果、平

成 30 年度の電力使用量は、市場化テスト前（平成 22 年度）に比較して 44.9％と大幅な削

減効果が見られた。 

【契約電力及び電力使用量の推移】 

 年度 契約電力 使用電力量 平成 22 年度比削減率 

従前 

（市場化テスト前） 
平成 22年度 5,000kW 22,559,472kWh - 

市場化テスト１期 

平成 23年度 5,000kW 18,356,928kWh 18.6% 

平成 24年度 4,000kW 18,396,768kWh 18.5% 

平成 25年度 3,800kW 17,266,392kWh 23.5% 

新プロセス１期 

平成 26年度 3,500kW 16,499,064kWh 26.9% 

平成 27年度 3,500kW 16,959,744kWh 24.8% 

平成 28年度 3,500kW 14,930,976kWh 33.8% 

新プロセス２期 

平成 29年度 2,500kW 13,155,168kWh 41.7% 

平成 30年度 2,400kW 12,424,776kWh 44.9% 

平成 31年度 2,300kW - - 

 

また、特許庁庁舎における清掃・警備・設備維持管理に関するアンケート調査結果は、別

添のとおり、本業務に対する来庁者及び特許庁職員からの評価は概ね好評である。 

他方、清掃業務に関しては、清掃箇所、頻度及び方法について、「やや不満」又は「不満

足」と回答したものも一定程度見られたことから、当該結果を踏まえた業務実施が必要と考

えている。 

 

（3） 民間事業者からの改善提案に関する実施状況 

各業務において確保すべき水準は十分に満たされているほか、本業務の遂行上の課題等

については、事業者において自主的に意見交換や改善提案が実施され、当該結果を特許庁に

適時に報告するなど、業務効率化が図られたものと認められる。 
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７．今後の方針 

本事業の市場化テストは、今期で３期目（新プロセス２期目）であるが、事業全体を通じ

た実施状況は以下のとおりである。 

① 事業実施期間中、受託民間事業者が業務改善指示等を受けたり、法令に係る違反行

為等はなかった。 

② 特許庁内に設置している外部有識者を構成員とする「経済産業省特許庁庁舎の管理・

運営業務評価委員会」において、令和元年５月 20日付けで、本業務の実施状況に係

る報告、点検を実施済みである。 

③ 確保されるべき公共サービスの質及び受託事業者から提案のあった項目に対する実

施状況について、良好なサービスが達成されたと認められる。 

④ 市場化テスト導入前と比較すると、６業務を包括して一括契約したことに伴い、契

約事務の効率化が図られた一方、「３．実施経費の状況及び評価」で分析したとおり、

作業員に係る労務単価の上昇を受け、実施経費の削減効果は見られなかった。 

⑤ 民間競争入札の結果、一者応札であり、競争性に課題が残っている。 

 

 これらのことから、本業務については、業務の質は引き続き適正に担保されている反面、

実施経費の削減及び競争性の確保という点においては課題が残っている。 

本業務については、市場化テストという枠組みの中で、新プロセス１期目と同２期目にお

いて、いずれも実施経費が増加し、一者応札という結果であったことから、発注者である特

許庁としても、調達改善を図るべく、競争性改善に向けた取組を今後も実施する予定である。 

しかしながら、特許庁庁舎の改修工事が令和５年まで継続する中にあって、現行の民間事

業者が有する豊富な知識、技能及び業務経験を踏まえると、新規参入事業者が応札する可能

性は低く、応札者も限定されることが想定される。また、実施経費についても、本業務に係

る労務単価の上昇傾向は続くものと考えられる。 

 したがって、当該業務を市場化テストの中で、競争性を確保しつつ、経費削減を実現する

ことは極めて困難な状況である。 

 

 以上のことから、本業務については、直近の契約において競争性に課題が認められ、また

実施経費の削減効果が実現していないものの、「市場化テスト終了プロセス及び新プロセス

運用に関する指針」（平成 26 年 3 月 19日官民競争入札等監理委員会決定）Ⅲ．４に基づき、

総合的に判断し、現在実施中の業務をもって市場化テストを終了することとしたい。 
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なお、市場化テスト終了後においても、これまで官民競争入札等監理委員会における審議

を通じて厳密にチェックされてきた公共サービスの質、実施期間、入札参加資格、入札手続

及び情報開示に関する事項等を踏まえた上で、引き続き、法の趣旨に基づき、特許庁自ら公

共サービスの質の向上及びコスト削減等を図る努力をしてまいりたい。 

 

以上 
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【別添】 

職員に対する清掃・警備・施設維持管理に関するアンケート 

 

１．調査概要 

特許庁庁舎の職員を対象にアンケート調査を行った。（平成 31年３月実施） 

 

２．清掃業務について 

質問１．玄関ホール、廊下、階段の清掃等について、適切と感じますか？ 

①適切 ②概ね適切 ③普通 ④やや不適切 ⑤不適切 ⑥無回答 計 

192 112 49 3 3 0 359 

満足度（全体のうち①及び②の割合） 84.7% 

 

質問２．トイレットペーパー、石けん液の補充、清掃など適切と感じますか？ 

①適切 ②概ね適切 ③普通 ④やや不適切 ⑤不適切 ⑥無回答 計 

163 106 58 23 7 2 359 

満足度（全体のうち①及び②の割合） 74.9％ 

 

質問３．執務室の清掃は、２日に１回床清掃を実施していますが、清掃後の床の状態はいか

がですか？ 

①適切 ②概ね適切 ③普通 ④やや不適切 ⑤不適切 ⑥無回答 計 

111 109 97 24 5 13 359 

満足度（全体のうち①及び②の割合） 61.3% 

 

３．警備業務について 

質問１．職員、来訪者等施設使用者に対する警備員の対応や指示等は、適切であると感じま

すか？ 

①適切 ②概ね適切 ③普通 ④やや不適切 ⑤不適切 ⑥無回答 計 

154 125 61 7 2 10 359 

満足度（全体のうち①及び②の割合） 77.7% 

 

質問２．服装の乱れや立ち振る舞いは適切ですか？ 
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①適切 ②概ね適切 ③普通 ④やや不適切 ⑤不適切 ⑥無回答 計 

127 123 85 10 4 10 359 

満足度（全体のうち①及び②の割合） 69.6% 

 

４．施設維持管理業務について 

質問１．蛍光灯の交換や軽微な修繕等について、迅速に対応していますか？ 

①適切 ②概ね適切 ③普通 ④やや不適切 ⑤不適切 ⑥無回答 計 

108 112 113 10 8 8 359 

満足度（全体のうち①及び②の割合） 61.3% 

 

質問２．作業員は業務に適した服装や名札等により身分を明らかにし、作業終了後の報告を

するなど不信感・不快感を与えないような適切な配慮をしていますか？ 

①適切 ②概ね適切 ③普通 ④やや不適切 ⑤不適切 ⑥無回答 計 

149 109 90 5 3 3 359 

満足度（全体のうち①及び②の割合） 71.9% 

 

来訪者に対する受付・警備員の対応に関するアンケート 

１．調査概要 

特許庁庁舎の来訪者を対象にアンケート調査を行った。(平成 31年３月実施） 

 

２．受付及び警備について 

質問１．受付担当者の応対は適切でしたか？      

①適切 ②概ね適切 ③普通 ④やや不適切 ⑤不適切 ⑥無回答 計 

81 7 2 0 0 0 90 

満足度（全体のうち①及び②の割合） 98% 

 

質問２．警備員の応対は適切でしたか？ 

①適切 ②概ね適切 ③普通 ④やや不適切 ⑤不適切 ⑥無回答 計 

83 5 2 0 0 0 90 

満足度（全体のうち①及び②の割合） 98% 

以上 



 

 

 

令和元年６月４日 

経済産業省特許庁 

 

民間競争入札実施事業 

「経済産業省特許庁庁舎の管理・運営業務の実施状況報告」の自己チェック資料 

 

 

① 「実施要項における競争性改善上のチェックポイント」の対応状況 

○ 特許庁では、「経済産業省特許庁庁舎の管理・運営業務」（以下「本業務」という）の

競争性を確保するべく、以下のとおり取組を実施した。 

 

(1)応札に向けた準備期間を十分に確保するべく、入札公告期間を延長した（前回 51 日か

ら今期 60日確保） 

(2)新規事業者の応札に向けたハードルを下げるため、実施要領上、発注者と受注者の担

務を明確に区分するとともに、現行事業者からの引継期間１か月を確保した。 

(3)対象施設として六本木グランドタワーが加わり、本業務の対象範囲や業務内容に大き

な変更が生じたことから、入札説明会及び現場説明会においては参加者に対して、今

回の変更点を中心に説明を行った。 

(4)民間事業者に求める資格や経験は必要最低限とする一方、各業務における質の向上ま

たは業務コスト削減に向けた取組については、加点評価項目として積極的に評価する

こととした。 

(5)これまでの実施に要した経費、人員、施設及び設備等を実施要領上に記載するととも

に、現行事業者による業務報告書等の閲覧機会を設けるなど、応札可能性のある事業

者が本業務の規模及び内容等を的確に把握できるよう、積極的に情報開示を進めた。 

(6)意見招請の実施及び入札公告に当たっては、特許庁ウェブサイトでの周知に加え、応

札可能性のある事業者に対し、個別に告知するなど、新規事業者の発掘を行った。 

 

 

② 実施状況の更なる改善が困難な事情の分析 

○ 資料２－１「経済産業省特許庁庁舎の管理・運営業務の実施状況報告（案）」の『５．

競争性改善のための取組（２）新プロセス移行後の状況』に記載のとおりである。 

 


